
取締役社長 CEOの宮永です。
2015事業計画の推進状況について説明します。
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はじめに「2016年度の見通し」、次に「主要施策の進捗状況」、最後に2015事業計画の
達成に向けた「まとめ」について説明します。
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最初に、2016年度の業績見通しについて説明します。
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2016年度の受注は4兆8,000億円、売上は4兆円となる見通しですが、それぞれ計上時
期が2017年度以降に遅れる可能性があり、1,000億円程度下回る可能性があります。
営業利益も、売上計上時期の遅れなどに伴い、2,400億円の見通しを下回る可能性が
あります。
純利益、フリーキャッシュフロー（FCF）は、SONGS（San Onofre Nuclear Generating 
Station）に関する仲裁の結果による変動可能性を除けば、アセットマネジメントなどの
効果により、2Q決算時点と同じ、親会社株主に帰属する当期純利益1,000億円、
FCF1,000億円となる見通しです。
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2016年度のドメイン別売上、営業利益の見通しをご覧ください。

交通・輸送ドメインは、為替変動による影響が想定されますが、ドメイン全体としては2Q
決算時に発表した見通しと同レベルになるとみています。

防衛・宇宙ドメインは、2Q決算時から見通しに変わりはありません。

エネルギー・環境ドメインは、サービス工事の計上など、営業利益に変動リスクがある
ため、また、機械・設備システムドメインについては売上、営業利益ともに2017年度に
計上が遅れる可能性があるため、これらの2つのドメインに下振れの余地があります。
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次に、主要施策の進捗状況について、説明します。
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まず、2015事業計画推進状況に対する全体評価として、これまでの成果とこれからの
課題について、説明します。

1つ目の事業規模については、M&Aの推進により4兆円以上に事業規模を拡大するこ
とができましたが、5兆円規模の達成にはまだ不安要素があります。具体的には、市場
停滞によるコア事業の伸長遅れや、民間航空機事業で主要顧客であるボーイングの
大型機の受注が減少していることが影響しています。

2つ目の収益力については、構造改革やポートフォリオ経営の推進により、営業利益お
よびEBITDA（利払い・税引・償却前利益）の底上げを実現しましたが、交通・輸送ドメイ
ンにおいて想定外の急激な収益の悪化があったほか、発電などコア製品においても収
益伸長が遅れているなど、営業利益率が伸び悩んでいます。

3つ目の財務基盤については、キャッシュフロー経営やノンコア資産を流動化するア
セットマネジメントを推進してきた結果、有利子負債およびD/Eレシオを低減できました
が、客船建造に関する損失の悪化、MRJ開発等による費用の増加により、自己資本の
積み上げ計画が遅れており、その回復に2年程度の期間が必要になるとみています。

4つ目の組織効率化については、サービス業務部門のBPO（Business Process 
Outsourcing）を推進しました。具体的には印刷・複写業務を富士ゼロックスサービスリ
ンク（株）に、海外給与・勤怠管理業務をIBMにアウトソーシングするなどした他、17件
のマイナー出資合弁会社設立を含む事業譲渡を実施しています。しかし、管理間接部
門は更に一歩踏み込んだ効率化が必要であり、また、日本を含めたローカル機能の明
確化やグローバル事業体制の強化等の課題もあります。
これらの課題を早急に解決していかなければならないと考えています。
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続いて、現在我々が直面している外的課題、内的課題について整理します。

外的課題としては、反グローバルリズム的な動きが出るなど、世界的な政治・経済の
混乱と先行きの不透明感が増してきていることにともない、従来と異なる事業機会への
機敏な対応や変化とともに生じるリスクのマネジメント等が挙げられます。

内的課題としては、こうした市場構造の変化や急激な景気変動への適応力不足が挙
げられます。様々な変化に対応するために、組織の効率化を図るとともに、生産弾力
性、人材流動性を高める必要があり、これらの充実を急がなければなりません。

2015事業計画の達成を目指し、現行諸施策に加え、「SBUの組換えを含めたドメインの
再編」「民間機及び商船事業の抜本改革の促進」「主要合弁事業のPMIの更なる加速」
を補強策として進めることを第2四半期決算発表時に説明していますが、これらを効果
的に進めるためには、それを促進するために新しい組織・制度が必要と考えています。
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ここから、現在注力中の補強策について、説明します。最初は「ドメインの再編」です。

現状の組織体制である「エネルギー・環境」「交通・輸送」「防衛・宇宙」「機械・設備シス
テム」の4つのドメインとコーポレートのシェアードテクノロジー部門にあるエンジニアリン
グ本部を2017年4月から「パワー」「インダストリー＆社会基盤」「航空・防衛・宇宙」の3
つのドメインに再編します。
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4ドメインに移行してから間がないのに、もう再編するのかというご意見もあるかと思いま
すが、組織改革はスピード感を持って取り組むべきと考えています。今回の再編の目的
は、ドメインが当社グループ全体の成長に果たす役割と経営コンセプトを明確にすること
です。4ドメインを3ドメインに再編しますが、ドメイン制移行の目的である「顧客志向」「市
場志向」「縦割り事業運営の最小化」は堅持します。

「パワー」と「インダストリー＆社会基盤」の役割と経営コンセプトは、持続的な収益貢献
とドメイン特性に応じた自立的経営による安定成長です。それぞれ事業規模は2兆円で
すが、双方とも事業の集中と選択を進めており、収益性の更なる改善を期待しています。
その改善で得た力を長期的視点で柱とすべき事業の育成に注ぎたいと考えています。

その中で、「パワー」については、当社の特徴を活かしながら、GE、Siemensに対抗でき
るビジネスモデルを構築します。そのために、ターボマシナリー事業全体のシナジーを追
求するほかサービス事業の強化を図ります。

また、「インダストリー＆社会基盤」は、各種機械事業のポートフォリオ入れ替えを進める
ことで収益拡大を図るとともに、グローバルニッチ製品を創出することによって、残存者
利益の獲得を狙います。また、これまでは各事業のサポート役的な位置づけだったエン
ジニアリング部門を集約、統合することで事業として強化を図ります。

残る「航空・防衛・宇宙」の役割、経営コンセプトは、育成基盤の早期形成と収益安定で
す。防衛・宇宙セグメントは、安定事業ですが、今後の成長のためには民生品とのシナ
ジーなど思いきった対策が必要です。民間機セグメントでは、ボーイング向けTier1事業
の収益回復のために緊急対策が必要です。MRJについては、開発は大分進んでいます
が、今後、事業としての立て直しが必要です。このドメインについては、当面はドメイン長
を置かず、迅速な判断・事業推進ができるよう、社長である私が直轄します。
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続いて、民間航空機のTier1事業に関する緊急対策について説明します。
ボーイング向けTier1事業は、777の生産量減少が当分の間続くと見ており、抜本的緊
急対策として、生産ラインの大幅改善、余剰人員の活用・転用策検討、サプライチェー
ン見直しと推進体制強化を進めます。

1つ目の生産ラインの大幅改善については、老朽化が進む大江部品工場の刷新を可
能にすべく、ボーイング向けの機種生産の一部を広島・神戸地区に移管するほか、設
備の近代化と一貫生産ラインの構築を進めるとともに、ロボティクスやAI技術導入を図
ります。

2つ目の余剰人員の活用・転用策検討に関しては、ロボティクス、AI技術などを導入す
ることで従来の仕事が減り、職種・職能の転換や生産弾力性の確保が必要になってき
ますので、当社グループ全体で人材の流動性を促進するプログラムを検討中です。

3つ目のサプライチェーン見直しと推進体制強化については、これを機会に調達プロセ
スの改革を行うものです。具体的には、これまで名古屋の民間機事業部 調達部で
行っていた調達業務をバリューチェーン本部に移し、民間機調達センターを新規設置し
ます。

これら施策により、コスト競争力強化、設備近代化などによる品質・納期面の更なる改
善、弾力的な生産・調達対応力などを実現していきます。
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MRJ事業に関しては、1月23日に公表したとおり、初号機納入時期を2020年半ばに変
更しました。スケジュールは変更しましたが、推進体制の強化により世界最高水準の
リージョナルジェット機の開発完遂を目指します。当社グループが民間完成機事業に
取り組む意義は長期的には非常に大きいものがあると思っています。
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次に商船事業の抜本改革について説明します。

商船事業は、事業全体の分社化による専業経営の徹底を検討しています。それぞれ
の工場の位置づけを明確にすると同時に、今治造船（株）、（株）大島造船所、（株）名
村造船所など他社とのアライアンスによる生産効率化、共同購買/購入品共通化を進
めることでコスト低減を図ります。こうした施策により、徐々に専業経営に適した形への
移行を進めていきます。
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商船事業の抜本的改革に関する全体スケジュールは、まず2017年7月に第1ステップと
して13ページに掲載した船舶海洋関連事業体制を構築し、事業責任を明確にします。
その後、2018年度に第2ステップとして事業の組織化を志向していきます。

操業及び売上予想については、グラフで示しているとおり、2018年度から急激に下がり、
2021年度頃から回復する見通しです。下関の操業、売上がほぼ一定であるのに対し、
長崎は減少傾向にあることから長崎の操業低下対策を徹底するとともに、下関の収益
力強化を図ることで厳しい環境であっても収益の出る事業構造の実現に向け、改革を
進めます。
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続いて、主要3合弁事業の取り組みについて紹介します。

まず、パワードメインの三菱日立パワーシステムズ（MHPS）について、説明します。

競合先であるGE、Siemensのパワー部門と売上、収益力について比較するとGEも
Siemensも2兆円レベルであるのに対し、2016年度のMHPSの売上見通しは1.1兆円で
す。MHPSの売上に他部門を足して、パワー部門全体で比べても、GE、Siemensに比べ
て規模及び収益力で劣るため、今一度、競合先から学び、改善・強化を進めなければ
なりません。
具体的には、短期利益を重視しながら、成長持続可能な経営を進めます。工場の稼働
率がそれ程高い状況でなくとも高い収益率を誇るGEの取り組みを特に研究しています。

次に強化が必要と考えているのは、多様でダイナミックな現地営業力です。当社は日
本国内や東南アジアでは強みを持っていますが、その他の地域の現地営業力を早期
に改善・強化します。

更には高効率なグローバル生産及び調達体制の構築も必要です。両社の受注状況、
工場稼働率に大きな差はないと考えられる状況でありながら、GEは高収益を維持でき
ている、即ち、グローバル生産や調達体制の効率性が当社よりも高いと推測されること
から、対応策を講じなければなりません。これについては、次ページで説明します。
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このページでは、MHPSの国内製造拠点の再編加速の検討状況について説明します。

当社は、競合他社に比べて、工場の数も製品の種類も多く、製品毎の生産ライン/工
場集約による生産性向上と資産活用の促進が必要です。
具体的には、ガスタービンを高砂工場へ、大型蒸気タービンを日立工場へ集約します。
非常に多くの仕事量を抱えているボイラーについては、呉、長崎、インド、フィリピンな
どの全工場を一体運営してピークに対応していきます。

また、サプライチェーンの整流化によるコスト削減を図ります。
現在、この再編のコストとメリット、各種の影響等を総合的に評価し、実行計画を策定
中ではありますが、年間300億円のコスト改善を目指します。営業利益率としては2.5pt
ほど上昇して12％台に達するだろうと考えていますが、それでもGE、Siemensのレベル
にはまだ及ばないので、戦略的グローバル生産・調達体制を構築することにより、さら
に競合のレベルに近づいていきたいと考えています。
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主要3合弁事業の2つ目として、三菱重工フォークリフト＆エンジン・ターボホールディン
グス、略称M-FET（エム・フェット）について説明します。

現在、先行するMHPSとPrimetals Technologies（PT）の経験を活かし、M-FETは
PMI(Post Merger Integration)計画を前倒しで一気に推進しています。守りのPMIとして
重複機能・拠点の統廃合を進めるとともに、攻めのPMIとして開発体制の強化や新分
野への挑戦を具体化させているほか、他社との連携も積極的に進めていきます。
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主要3合弁事業の3つ目として、PTについて説明します。

製鉄機械市場の環境は、合弁会社設立時（2015年1月）から中国の生産能力過剰によ
り世界的に急激に落ち込みましたが、東南アジア、インド、ポーランドなど一部の地域
では底打ちの兆しがあるほか、改造/保守サービス事業市場が緩やかに拡大しており、
米国などで今後の商談が増えていくものとみています。

これに加え、PTのPMI（Post Merger Integration）では、これまでにグローバルコーポ
レート・組織やビジネスセグメントの集約が完了しています。こうした効率化により、現
在の事業規模1.5Bユーロ（120円換算で1,800億円）でも利益の出る組織に変えていき
ます。

また、欧州や米国にいる電気制御に強いPTの部隊と当社でJVを設立することで、事業
の付加価値を高めていきたいと思っています。
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まとめとして、2015事業計画の達成に向け、2016年度の見通しと2017年度の目標との
ギャップについて説明します。

2016年度の業績見通しは期初目標から2Qに下方修正し、受注4.8兆円、売上4兆円、
営業利益2,400億円、純利益1,000億円としました。

2015事業計画策定時（2015年5月）の2017年度業績目標の達成は厳しい状況ですが、
5兆円台の受注は達成可能とみています。売上についてはこれまでの受注残がありま
すので、これをいかに早く売上計上できるか、パワードメインのサービス事業やインダ
ストリー＆社会基盤ドメインのエンジニアリング事業をどれだけ拡大できるかによって、
5兆円に向けた道筋が見えてくると思います。

営業利益については、2017年度の目標達成に向け、商船など2016年度減益分の回復
効果、売上増加による効果、民間航空機のSCM(Supply Chain Management)改革や
PMI進捗など効率化が進むことによる効果などによって2016年度からの増益を図りま
す。

純利益については、客船建造の収束などにより特別損失の発生が減少するほか、三
菱自動車などの一過性営業外損失などが2017年度はなくなることで、目標の2,000億
円に近づくことができるだろうと考えています。
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続いて、諸施策による2015事業計画達成過程のイメージを説明します。2016年度の業
績見通しをベースに、どのような諸施策によって、2017年度以降、売上、営業利益を積
み上げていくかをグラフで示しています。

事業規模（売上）拡大に向けた諸施策ですが、パワードメインおよびインダストリー＆社
会基盤ドメインの事業伸長については確実だと考えています。

ドーハメトロの作業がピークを迎えるほか、インド、マレーシア、シンガポールでの高速
鉄道の商談に取り組んでいることなどもあり、ソリューション・サービス事業の強化およ
びエンジニアリング事業の領域拡大については、目標の半分程度までは目途が付きつ
つあると考えています。ここから更に伸ばすべく、MHPS（三菱日立パワーシステムズ）
を除くターボマシナリー事業強化や更なるM&Aに取り組みます。

営業利益の増大に向けた諸施策ですが、売上増加に伴う改善に加え、主力合弁事業
（MHPS、Primetals Technologies、M-FET）のPMI（Post Merger Integration）加速、商船
事業改革についてはある程度の目処が立っていますが、民間航空機（Tier1）事業の抜
本対策については急激な減速の影響を受け、達成の目処はまだ半分程度です。SCM
（Supply Chain Management）改革についても、達成の目処は同程度です。更に、組織
改革・効率化とリスクマネジメントの強化、M&Aを含めて更なる選択と集中の推進など
によって、2015事業計画の目標達成を目指していきます。

20



外部環境の大幅な変化や競合激化が進む中でこれら諸施策を促進し、「改革ステー
ジ」から変動の時代の「攻めのステージ」に移行するためには、改革の総仕上げとして
の新組織・新制度の導入が必要と判断しており、検討を進めていますので、概要を説
明します。

グローバル主義/反グローバル主義が混在する経済・社会でのグローバル・ビジネスで
は、規模・共通化等のメリットの追求が求められると同時に、リスクの拡散・拡大を防ぐ
ためのリスクマネジメント強化に取り組まなければなりません。また、戦略的ローカル・
ビジネスとして、地域別に投入製品・サービスの適合を図る必要があります。

これらを推進していくために、人材の流動性や外部変動の適応力強化を促進する制度
やグローバル/ローカル調和型経営に適合した制度への移行を進めていきますが、基
本構想は今年5月初めの2016年度決算時に発表したいと思っています。
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まとめの最後として、2015事業計画の達成に向けた諸施策の推進スケジュールと主な
イベントについて説明します。

補強策を含む2015事業計画の達成に向けた諸施策は、大規模で時間のかかる対策も
あり、2018年度に一部実施が遅れる可能性がありますが、きちんと成し遂げるべく、努
力を続けてまいります。また、グローバル機能の強化と戦略的ローカル経営の構築を
図り、丸の内へのグローバル本社機能の移転準備を進めます。
SONGS(San Onofre Nuclear Generating Station)に関する仲裁については2016年度中
に、建造中のAIDA向け客船2番船については2017年度第1四半期に引渡し、いずれも
収束する予定です。

商船改革、民間機（Tier1）対策については、2017年度、2018年度に実施完了となり、そ
の後、改善効果を得られると考えています。

MHPS（三菱日立パワーシステムズ）、PT（Primetals Technologies）、M-FET（三菱重工
フォークリフト&エンジン・ターボホールディングス）のPMIについては、2018年度末まで
かかるのではないかと思っています。

MRJ開発については、2017年度から2019年度までが開発のピークとなり、2020年度に
初号機を全日本空輸（株）へ納入する予定です。

2017年度、2018年度に十分に改革を進めることによって、2019年度からこれまでとは
全く異なる成長戦略のもとで前に進むことができると考えています。
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説明は以上ですが、参考資料として当社の「選択と集中の加速」の状況を紹介する
ページを設けていますので、事業ポートフォリオの変化について簡単に説明します。

戦略的事業評価におけるポジション別売上・投下資本の2011年度実績と2015年度実
績を掲載しています。伸長・維持ポジションに投下資本を集中させることで伸ばすべき
事業の売上拡大を図っています。

縮小・撤退の投下資本が増加している理由は、射出成形機や水門事業など新たに縮
小・撤退に分類する事業を増やし、選択と集中を加速しているためです。
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2011年度以降に実施してきたM&A実績など、事業ポートフォリオ変化の具体的内容を
一覧にしていますので、ご覧ください。
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このページでは、当社グループのエンジニアリング事業を分類して示しており、星の
マークがついているものは今後の成長が期待できると考えている事業です。

これまで化学プラントなどのエンジニアリング事業に集まっていた優秀な人材を集約し、
ハード、ソフト、IoTと組み合わせていくことで、最先端のEPC事業に組み替えに変えて
いきたいと考えています。

エンジニアリング事業は4月以降、インダストリー＆社会基盤ドメインに入りますが、ライ
フサイクルマネジメントも加えることで、更に伸ばしていきたいと考えています。
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以上で私の説明を終わります。
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